
　1　意見募集期間　令和６年１２月１７日（火）から令和７年１月７日（火）

　2　意見提出件数　５個人、２団体、計９件

　3　意見の要旨及びそれに対する府の考え方

項目 意見の要旨 京都府の考え方 計画への記載（案）

1
在宅家庭への支援では、現在京都府が進めておられ

る、親子誰でも通園制度を充実させてもらいたいです。

親子誰でも通園については、在宅育児家庭への支援とし
て重要な事業だと考えており、現在、令和７年度拡充の予
算要求を行っているところです。

また、国のこども誰でも通園制度が令和８年度から本格
実施されることを踏まえ、京都府独自の本取組が全国制
度となるよう国に要望しているところです。

（最終案P８）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項

３ 教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体
制の確保
　　（４ ）　在宅育児家庭への支援

2

3

「京都府子ども・子育て支援事業支援計画」中間案に対する意見募集結果

　直接契約である認定こども園・小規模保育の2・3号入
園は保護者意向を尊重して利用調整は、当該園を希望
した人の中で行うこともできる。と、支援法でも明確に記
載されている。これらは従来の福祉面からの視点だけ
でなく、教育面から各施設の独自の保育・教育を推進・
助長していく京都府の方針を発信するべきではないだ
ろうか。

　児童福祉法附則第73条第１項で読み替える同法第24
条第３項に基づく利用調整について、御意見のとお
り、過去３年間待機児童がなく、市町村の利用定員数
が利用児童数を上回っている場合など一定の要件を満
たす場合は、当該施設を希望する保護者の中で利用調
整を行うことも可能とされています。
　しかしながら、利用調整については、児童福祉法の
趣旨に基づき、保育の提供義務者である市町村が、当
該市町村の実情に応じて行われるものと理解していま
す。

　大きな業界退潮環境の中、保育・教育の質の向上に
ついて京都府らしい積極的な方向性を示してもらいた
いと考える。中間案では、保育園、認定こども園、小規
模保育、幼稚園が相互に連携して質の向上を目指すこ
とを期待しているが、教育面の資質は、それぞれの施
設がその理念・方針に則り、独自の特性を活かして健
全な切磋琢磨を通して、培われていくものであり、数量
的表現や言語による定義で表現されるものではないた
め、保育園、認定こども園、小規模保育、幼稚園を一括
りにして論じてはならない。

　保育所、認定こども園、地域型保育事業、幼稚園につい
ては、施設種別は異なるものの、いずれも教育・保育の提
供施設であると認識しており、各施設において、保育所保
育指針や幼保連携型認定こども園教育・保育要領等を踏
まえ、施設の特色を生かした質の高い幼児教育・保育の提
供に創意工夫いただいているものと承知しております。
　御意見のとおり、各施設の特性や機能、役割等があるた
め、市町村や関係団体、現場等の御意見を丁寧にお聞き
することが重要と考えております。
　こうした認識を踏まえた上で、子ども・子育て支援法第62
条に規定される「五年を一期とする教育・保育及び地域子
ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律
に基づく業務の円滑な実施に関する計画」として本計画を
策定しようとするものです。

（最終案P８～１０）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項
　３　教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体
制の確保
　　（４）　在宅育児家庭への支援

●保育の必要性のある家庭への対応のみならず、全ての子育て家庭
への支援を追記
●全ての子育て家庭への支援に当たって、各施設の理念・特色を活
かすことを追記

　５　教育・保育等に従事する者の確保及び質の向上
　　（１）　教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の確保

●幼稚園において、質の高い教育サービスの提供につながる支援を
追記

　　（２）　教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の質の向上

●保育所・認定こども園・幼稚園は、設置理念、機能、役割等が異な
る教育・保育施設であることを追記
●各施設等と連携し、多様な教育・保育や子育て支援サービスの充実
が図られるよう支援することを追記
●幼稚園において、教員の質の向上の支援を追記
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項目 意見の要旨 京都府の考え方 計画への記載（案）

5

少子化や核家族化の進行により、子育ての知識や経
験が少なく、在宅で孤立した育児をされている家庭が多
いと思います。子育てひろばや一時預かりなど、在宅で
育児をされている家庭への支援の充実を図っていただ
くよう、お願いします。

在宅育児家庭への支援については、市町村や保育所等
と連携し、子育てひろば（地域子育て支援拠点）や一時預
かり等を実施いただいているほか、国のこども誰でも通園
制度の本格実施に当たり、子育ちだけでなく、親育ちも一
体的に支援できる制度となるよう政策提案するために、京
都府独自に親子誰でも通園モデル事業に取り組んでいる
ところです。

（最終案P８）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項

３ 教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体
制の確保
　　（４ ）　在宅育児家庭への支援

6

教育・保
育等に従
事する者
の確保及
び質の向
上

保育士確保の為には、京都府の養成校が保育士養
成から撤退する傾向にあると聞いているので、京都府
単独の養成校補助などの新設を求めます。

保育士確保のために、保育人材総合確保事業の中で、
修学資金貸付や、保育の魅力発信キャンペーン等を実施
しており、保育士養成施設に対しても支援を実施している
ほか、意見交換会をはじめ、連携を図っているところです。

今後とも保育士養成施設や保育団体と連携しながら京都
府の保育士確保に努めてまいります。

（最終案P９）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項
　５　教育・保育等に従事する者の確保及び質の向上

（１）教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従事
する者の確保

7

教育・保
育等に従
事する者
の確保及
び質の向
上

働いている間に、安心して子どもを保育所に預けられ
るためには、保育士の先生になっていただく方を増や
し、保育所の職場環境づくりが重要と思いますので、保
育士の人手不足対策や職場環境の整備に取り組む必
要があると考える。

京都府保育人材マッチング支援センターにおけるマッチ
ング支援や学生等を対象にした就職フェアの実施、保育所
等へのICT導入支援、職場環境改善アドバイザー等によ
り、保育人材確保及び職場環境整備を推進しているところ
です。

（最終案P９）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項
　５　教育・保育等に従事する者の確保及び質の向上

（１） 教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の確保

（２） 教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の質の向上

　保育所、認定こども園、幼稚園等が担う地域の子育て支
援機関としてとしての役割は重要なことから、これまでから
未入園児一時保育事業として支援してきたところであり、
令和６年度からは親子通園支援事業として、内容を充実し
たところです。
　また、これまでから教育・保育の質向上のための研修実
施や多機能化への支援等を行ってきており、今後とも保育
の実施主体である市町村はもとより、保育関係団体等とも
一層連携を図りながら子育て環境の充実に取り組んでま
いります。

（最終案P８～１０）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項
　３　教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体
制の確保
　　（４）　在宅育児家庭への支援

●保育の必要性のある家庭への対応のみならず、全ての子育て家庭
への支援を追記
●全ての子育て家庭への支援に当たって、各施設の理念・特色を活
かすことを追記

　５　教育・保育等に従事する者の確保及び質の向上
　　（１）　教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の確保

●幼稚園において、質の高い教育サービスの提供につながる支援を
追記

　　（２）　教育・保育、地域型保育、地域子ども・子育て支援事業に従
事する者の質の向上

●保育所・認定こども園・幼稚園は、設置理念、機能、役割等が異な
る教育・保育施設であることを追記
●各施設等と連携し、多様な教育・保育や子育て支援サービスの充実
が図られるよう支援することを追記
●幼稚園において、教員の質の向上の支援を追記

4 教育・保
育の一体
的提供及
び当該教
育・保育
の推進に
関する体
制の確保

　近年、子どもの数の減少が続き、地域のつながりも弱
くなっている中、保育所、認定こども園、幼稚園の地域
の子育て支援拠点の役割が重要になっていることか
ら、保育・教育の質の向上を図るとともに、多様な教育・
保育サービスの提供が受けられるよう、各施設の連携
がますます重要になってくると思います。



項目 意見の要旨 京都府の考え方 計画への記載（案）

その他9

8

「子育て環
境日本
一・京都」
の実現に
向けた政
策群

　子どもへの受動喫煙の危害について触れられていな
いが、子どものいる場所（特に家庭内など）での喫煙・タ
バコ（受動喫煙）は止めるべき、との周知徹底及び子ど
もたちの健康を受動喫煙の危害から守る施策が必要で
す。
受動喫煙防止条例では規定を設けている例がいくつか
ありますが、まだ少数のようで、貴計画でも同様の趣旨
を盛り込み、また別途同様の条例制定で、子どもたち
の健康を受動喫煙の危害から守るようお願いします。
　子どもの家族の喫煙者の禁煙をサポートするための
「禁煙外来治療費助成」（2/3助成）の予算化を、府と市
町村でご検討をいただいてはどうでしょうか。

●「京都府受動喫煙防止憲章」及び「京都府がん対策推進計画」にお
いて記載済であり、関係団体との啓発や子供への教育等の取組を一
層進めてまいります。

　京都府では、「京都府受動喫煙防止憲章」に、たばこの
煙を吸うことで、より深刻な健康への影響を受ける子供等
を受動喫煙の害から十分に保護する必要があることを掲
げるとともに、「京都府がん対策推進計画」で、家庭におい
て受動喫煙の機会を有する者の割合の減少を目標に掲
げ、関係団体との啓発や子供への教育を進めており、こう
した取組を一層進めてまいります。
　また、同計画では禁煙治療を行っている医療機関数を増
加させる目標値も掲げており、禁煙に取り組みやすい環境
整備を通じて喫煙者の禁煙をサポートしてまいります。

（最終案P５）
Ⅱ　子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項
　２　各年度の教育・保育等の量の見込み及びその確保方策

●市町村計画に基づき、地域の実情に応じて円滑に事業が実施でき
るように、市町村を支援することを追記

（最終案P１２）
Ⅲ　Ⅱと併せて推進する事項
　２　「子育て環境日本一・京都」の実現に向けた政策群
　　（２）　妊娠・出産
　　　①　妊娠から子育てまでの包括的な支援

　各市町村で取り組まれている妊産婦健診や産後ケア
などは、産後うつの未然防止にもつながる重要な事業
のため、市町村と連携し、市町村の取組が充実するよ
う支援をお願いします。

　市町村と意見交換等を行い、各市町村が地域の実情に
合った事業を実施できるよう、市町村の取組を支援してま
いります。


